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令和３年６月富津市議会定例会議案等概要 

番 号 件  名  及  び  概  要 関係部 

議案第１号

富津市税条例等の一部を改正する条例の専決処分の

承認を求めることについて 

（提案理由） 

令和３年度の土地に係る固定資産税の評価替えに

伴う負担調整等の継続、扶養親族の申告等について

電磁的方法による提供を可能とする等を内容とする

地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第

７号）が令和３年４月１日に施行されたことにより、

富津市税条例等の一部改正について、地方自治法第

179条第１項の規定により特に緊急を要するため議

会を招集する時間的余裕がないことが明らかである

と認め、令和３年３月31日に専決処分をしたので、同

条第３項の規定によりこれを議会に報告し、承認を

求めるものである。 

（施行日） 

 令和３年４月１日

市民部 

議案第２号

富津市図書整備基金条例の制定について 

（提案理由） 

寄附金を財源として、図書施設の資料の購入及び

設備の整備に要する経費に充てる基金を設置するた

め、条例を制定するものである。 

（施行日） 

公布の日

教育部 

議案第３号

富津市手数料条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

（提案理由） 

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備

に関する法律（令和３年法律第37号）により改正され

る行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律が施行されることに伴い、

個人番号カードの再交付に係る手数料の規定を削除

するため、条例の一部を改正するものである。 

（施行日） 

令和３年９月１日 

総務部 

1



番 号 件  名  及  び  概  要 関係部 

議案第４号

富津市税条例の一部を改正する条例の制定について 

（提案理由） 

地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律

第７号）が施行されることに伴い、個人市民税の非課

税範囲等に係る扶養親族についての見直しを行うと

ともに、水害対策のための雨水貯留浸透施設の取得

に係る固定資産税の課税標準の特例措置を講ずる等

のため、条例の一部を改正するものである。

（施行日） 

 令和４年１月１日。一部令和６年１月１日、産業競

争力強化法等の一部を改正する等の法律（令和３年

法律第 号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行

の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日及び

特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法

律（令和３年法律第31号）の施行の日 

市民部 

議案第５号

富津市福祉有償運送運営協議会設置条例の一部を改

正する条例の制定について 

（提案理由） 

 持続可能な運送サービスの提供の確保に資する取

組を推進するための地域公共交通の活性化及び再生

に関する法律等の一部を改正する法律の施行に伴う

国土交通省関係省令の整備等に関する省令（令和２

年国土交通省令第93号）が施行されたことに伴い、関

連する条文を整備するとともに、富津市福祉有償運

送運営協議会の構成員を変更する等のため、条例の

一部を改正するものである。 

（施行日） 

 公布の日 

健康福祉部 

議案第６号

工事請負契約の変更契約の締結について 

（提案理由） 

 令和２年度防災情報通信ネットワーク整備工事に

ついて、仕様及び設計の変更に伴い、契約金額を変更

する必要性が生じたことから、議会の議決に付すべ

き契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条

の規定により議会の議決を求めるものである。 

総務部

議案第７号

財産の取得について 

（提案理由） 

市制施行50周年記念事業で生涯学習バスを取得す

ることについて、議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により

議会の議決を求めるものである。

教育部 
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番 号 件  名  及  び  概  要 関係部 

議案第８号

令和３年度富津市一般会計補正予算（第２号） 

補正額                79,017千円

補正後の予算額          18,905,987千円

（主な事業） 

・子育て世帯生活支援特別給付事業   12,725千円

・最終処分場整備事業         39,548千円

総務部 

議案第９号

人権擁護委員候補者の推薦につき議会の意見を求め

ることについて 

（提案理由） 

 人権擁護委員三富
みとみ

万司
まんじ

氏の任期が令和３年９月30

日をもって満了となることに伴い、後任委員として

大野喜弘
おおのよしひろ

氏を法務大臣に対し推薦することについ

て、人権擁護委員法第６条第３項の規定により議会

の意見を求めるものである。 

市民部 

議案第10号

富津市固定資産評価審査委員会委員の選任につき議

会の同意を求めることについて 

（提案理由） 

富津市固定資産評価審査委員会委員田邊
たなべ

敬子
ひろこ

氏の

任期が令和３年６月30日をもって満了となることに

伴い、同氏を再任することについて、地方税法第423

条第３項の規定により議会の同意を求めるものであ

る。 

市民部 

議案第11号

富津市固定資産評価審査委員会委員の選任につき議

会の同意を求めることについて 

（提案理由） 

富津市固定資産評価審査委員会委員立 石
たていし

俊 一
としかず

氏

の任期が令和３年６月30日をもって満了となること

に伴い、同氏を再任することについて、地方税法第

423条第３項の規定により議会の同意を求めるもの

である。 

市民部 

報告第１号

令和２年度富津市一般会計予算繰越明許費繰越計算

書について 

（報告理由） 

令和２年度富津市一般会計予算繰越明許費を翌年

度に繰り越したので、地方自治法施行令第146条第２

項の規定により議会に報告するものである。 

総務部 
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議案第１号資料 

富津市税条例（昭和46年富津市条例第35号）新旧対照表（第１条による改正） 

現   行 改 正 案 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族申告書） （個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族申告書） 

第36条の３の２ 所得税法第194条第１項の規定により同項に規定す

る申告書を提出しなければならない者（以下この条において「給与

所得者」という。）で市内に住所を有するものは、当該申告書の提

出の際に経由すべき同項に規定する給与等の支払者（以下この条に

おいて「給与支払者」という。）から毎年最初に給与の支払を受け

る日の前日までに、施行規則で定めるところにより、次に掲げる事

項を記載した申告書を、当該給与支払者を経由して、市長に提出し

なければならない。 

第36条の３の２ 所得税法第194条第１項の規定により同項に規定す

る申告書を提出しなければならない者（以下この条において「給与

所得者」という。）で市内に住所を有するものは、当該申告書の提

出の際に経由すべき同項に規定する給与等の支払者（以下この条に

おいて「給与支払者」という。）から毎年最初に給与の支払を受け

る日の前日までに、施行規則で定めるところにより、次に掲げる事

項を記載した申告書を、当該給与支払者を経由して、市長に提出し

なければならない。 

(１) 当該給与支払者の氏名又は名称 (１) 当該給与支払者の氏名又は名称 

(２) 扶養親族の氏名 (２) 扶養親族の氏名 

(３) その他施行規則で定める事項 (３) その他施行規則で定める事項 

２ 前項又は法第317条の３の２第１項の規定による申告書を提出し

た給与所得者で市内に住所を有するものは、その年の中途において

当該申告書に記載した事項について異動を生じた場合には、前項又

は法第317条の３の２第１項の給与支払者からその異動を生じた日

後最初に給与の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めると

ころにより、その異動の内容その他施行規則で定める事項を記載し

た申告書を、当該給与支払者を経由して、市長に提出しなければな

らない。 

２ 前項又は法第317条の３の２第１項の規定による申告書を提出し

た給与所得者で市内に住所を有するものは、その年の中途において

当該申告書に記載した事項について異動を生じた場合には、前項又

は法第317条の３の２第１項の給与支払者からその異動を生じた日

後最初に給与の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めると

ころにより、その異動の内容その他施行規則で定める事項を記載し

た申告書を、当該給与支払者を経由して、市長に提出しなければな

らない。 

３ 前２項の場合において、これらの規定による申告書がその提出の

際に経由すべき給与支払者に受理されたときは、その申告書は、そ

の受理された日に市長に提出されたものとみなす。 

３ 前２項の場合において、これらの規定による申告書がその提出の

際に経由すべき給与支払者に受理されたときは、その申告書は、そ

の受理された日に市長に提出されたものとみなす。 

４ 給与所得者は、第１項及び第２項の規定による申告書の提出の際

に経由すべき給与支払者が所得税法第198条第２項に規定する納税

地の所轄税務署長の承認を受けている  場合には、施行規則で定

めるところにより、当該申告書の提出に代えて、当該給与支払者に

対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁的方法（電子情報処理組

４ 給与所得者は、第１項及び第２項の規定による申告書の提出の際

に経由すべき給与支払者が令第48条の９の７の２において準用する

令第８条の２の２に規定する要件を満たす場合には、施行規則で定

めるところにより、当該申告書の提出に代えて、当該給与支払者に

対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁的方法（電子情報処理組
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織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって

施行規則で定めるものをいう。次条第４項及び第53条の９第３項に

おいて同じ。）により提供することができる。 

織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって

施行規則で定めるものをいう。次条第４項及び第53条の９第３項に

おいて同じ。）により提供することができる。 

５ 前項の規定の適用がある場合における第３項の規定の適用につい

ては、同項中「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」

と、「給与支払者に受理されたとき」とあるのは「給与支払者が提

供を受けたとき」と、「受理された日」とあるのは「提供を受けた

日」とする。 

５ 前項の規定の適用がある場合における第３項の規定の適用につい

ては、同項中「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」

と、「給与支払者に受理されたとき」とあるのは「給与支払者が提

供を受けたとき」と、「受理された日」とあるのは「提供を受けた

日」とする。 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書） （個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書） 

第36条の３の３ 所得税法第203条の６第１項の規定により同項に規

定する申告書を提出しなければならない者又は法の施行地において

同項に規定する公的年金等（所得税法第203条の７の規定の適用を受

けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。）の

支払を受ける者であって、扶養親族（控除対象扶養親族を除く。）

を有する者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）

で市内に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき

所得税法第203条の６第１項に規定する公的年金等の支払者（以下こ

の条において「公的年金等支払者」という。）から毎年最初に公的

年金等の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところに

より、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者

を経由して、市長に提出しなければならない。 

第36条の３の３ 所得税法第203条の６第１項の規定により同項に規

定する申告書を提出しなければならない者又は法の施行地において

同項に規定する公的年金等（所得税法第203条の７の規定の適用を受

けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。）の

支払を受ける者であって、扶養親族（控除対象扶養親族を除く。）

を有する者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）

で市内に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき

所得税法第203条の６第１項に規定する公的年金等の支払者（以下こ

の条において「公的年金等支払者」という。）から毎年最初に公的

年金等の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところに

より、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者

を経由して、市長に提出しなければならない。 

(１) 当該公的年金等支払者の名称 (１) 当該公的年金等支払者の名称 

(２) 扶養親族の氏名 (２) 扶養親族の氏名 

(３) その他施行規則で定める事項 (３) その他施行規則で定める事項 

２ 前項又は法第317条の３の３第１項の規定による申告書を公的年

金等支払者を経由して提出する場合において、当該申告書に記載す

べき事項がその年の前年において当該公的年金等支払者を経由して

提出した前項又は法第317条の３の３第１項の規定による申告書に

記載した事項と異動がないときは、公的年金等受給者は、当該公的

年金等支払者が所得税法第203条の６第２項に規定する国税庁長官

の承認を受けている場合に限り、施行規則で定めるところにより、

２ 前項又は法第317条の３の３第１項の規定による申告書を公的年

金等支払者を経由して提出する場合において、当該申告書に記載す

べき事項がその年の前年において当該公的年金等支払者を経由して

提出した前項又は法第317条の３の３第１項の規定による申告書に

記載した事項と異動がないときは、公的年金等受給者は、当該公的

年金等支払者が所得税法第203条の６第２項に規定する国税庁長官

の承認を受けている場合に限り、施行規則で定めるところにより、
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前項又は法第317条の３の３第１項の規定により記載すべき事項に

代えて当該異動がない旨を記載した前項又は法第317条の３の３第

１項の規定による申告書を提出することができる。 

前項又は法第317条の３の３第１項の規定により記載すべき事項に

代えて当該異動がない旨を記載した前項又は法第317条の３の３第

１項の規定による申告書を提出することができる。 

３ 第１項の場合において、同項の規定による申告書がその提出の際

に経由すべき公的年金等支払者に受理されたときは、その申告書は、

その受理された日に市長に提出されたものとみなす。 

３ 第１項の場合において、同項の規定による申告書がその提出の際

に経由すべき公的年金等支払者に受理されたときは、その申告書は、

その受理された日に市長に提出されたものとみなす。 

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定による申告書の提出の際に経

由すべき公的年金等支払者が所得税法第203条の６第６項に規定す

る納税地の所轄税務署長の承認を受けている場合には、施行規則で

定めるところにより、当該申告書の提出に代えて、当該公的年金等

支払者に対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁的方法により提

供することができる。 

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定による申告書の提出の際に経

由すべき公的年金等支払者が令第48条の９の７の３において準用す

る令第８条の２の２に規定する要件を満たす場合には、施行規則で

定めるところにより、当該申告書の提出に代えて、当該公的年金等

支払者に対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁的方法により提

供することができる。 

５ 前項の規定の適用がある場合における第３項の規定の適用につい

ては、同項中「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」

と、「公的年金等支払者に受理されたとき」とあるのは「公的年金

等支払者が提供を受けたとき」と、「受理された日」とあるのは「提

供を受けた日」とする。 

５ 前項の規定の適用がある場合における第３項の規定の適用につい

ては、同項中「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」

と、「公的年金等支払者に受理されたとき」とあるのは「公的年金

等支払者が提供を受けたとき」と、「受理された日」とあるのは「提

供を受けた日」とする。 

（特別徴収税額） （特別徴収税額） 

第53条の８ 第53条の７の規定により徴収すべき分離課税に係る所得

割の額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に掲げる

税額とする。 

第53条の８ 第53条の７の規定により徴収すべき分離課税に係る所得

割の額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に掲げる

税額とする。 

(１) 退職手当等の支払を受ける者が提出した次条第１項の規定に

よる申告書（以下本条、次条第２項及び       第53条の

10第１項において「退職所得申告書」という。）に、その支払う

べきことが確定した年において支払うべきことが確定した他の退

職手当等で既に支払がされたもの（次号及び次条第１項において

「支払済みの他の退職手当等」という。）がない旨の記載がある

場合 その支払う退職手当等の金額について第53条の３及び第53

条の４の規定を適用して計算した税額 

(１) 退職手当等の支払を受ける者が提出した次条第１項の規定に

よる申告書（以下この条、次条第２項及び第３項並びに第53条の

10第１項において「退職所得申告書」という。）に、その支払う

べきことが確定した年において支払うべきことが確定した他の退

職手当等で既に支払がされたもの（次号及び次条第１項において

「支払済みの他の退職手当等」という。）がない旨の記載がある

場合 その支払う退職手当等の金額について第53条の３及び第53

条の４の規定を適用して計算した税額 

(２) 退職手当等の支払を受ける者が提出した退職所得申告書に、

支払済みの退職手当等がある旨の記載がある場合 その支払済み

(２) 退職手当等の支払を受ける者が提出した退職所得申告書に、

支払済みの退職手当等がある旨の記載がある場合 その支払済み
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の他の退職手当等の金額とその支払う退職手当等の金額との合計

額について第53条の３及び第53条の４の規定を適用して計算した

税額から、その支払済みの他の退職手当等につき第53条の７の規

定により徴収された又は徴収されるべき分離課税に係る所得割の

額を控除した残額に相当する税額 

の他の退職手当等の金額とその支払う退職手当等の金額との合計

額について第53条の３及び第53条の４の規定を適用して計算した

税額から、その支払済みの他の退職手当等につき第53条の７の規

定により徴収された又は徴収されるべき分離課税に係る所得割の

額を控除した残額に相当する税額 

２ 退職手当等の支払を受ける者がその支払を受ける時までに退職所

得申告書を提出していないときは、第53条の７の規定により徴収す

べき分離課税に係る所得割の額は、その支払う退職手当等の金額に

ついて第53条の３及び第53条の４の規定を適用して計算した税額と

する。 

２ 退職手当等の支払を受ける者がその支払を受ける時までに退職所

得申告書を提出していないときは、第53条の７の規定により徴収す

べき分離課税に係る所得割の額は、その支払う退職手当等の金額に

ついて第53条の３及び第53条の４の規定を適用して計算した税額と

する。 

（退職所得申告書） （退職所得申告書） 

第53条の９ 退職手当等の支払を受ける者でその退職手当等の支払を

受けるべき日の属する年の１月１日現在において市内に住所を有す

る者は、その支払を受ける時までに、施行規則第５号の９様式によ

る申告書を、その退職手当等の支払をする者を経由して、市長に提

出しなければならない。この場合において、支払済みの他の退職手

当等がある旨を記載した申告書を提出するときは、当該申告書に当

該支払済みの他の退職手当等につき法第328条の14の規定により交

付される特別徴収票を添付しなければならない。 

第53条の９ 退職手当等の支払を受ける者でその退職手当等の支払を

受けるべき日の属する年の１月１日現在において市内に住所を有す

る者は、その支払を受ける時までに、施行規則第５号の９様式によ

る申告書を、その退職手当等の支払をする者を経由して、市長に提

出しなければならない。この場合において、支払済みの他の退職手

当等がある旨を記載した申告書を提出するときは、当該申告書に当

該支払済みの他の退職手当等につき法第328条の14の規定により交

付される特別徴収票を添付しなければならない。 

２ 前項の場合において、退職所得申告書がその提出の際に経由すべ

き退職手当等の支払をする者に受理されたときは、その退職所得申

告書は、その受理された時に市長に提出されたものとみなす。 

２ 前項の場合において、退職所得申告書がその提出の際に経由すべ

き退職手当等の支払をする者に受理されたときは、その退職所得申

告書は、その受理された時に市長に提出されたものとみなす。 

３ 第１項の退職手当等の支払を受ける者は、退職所得申告書の提出の

際に経由すべき退職手当等の支払をする者が令第48条の18において

準用する令第８条の２の２に規定する要件を満たす場合には、施行規

則で定めるところにより、当該退職所得申告書の提出に代えて、当該

退職手当等の支払をする者に対し、当該退職所得申告書に記載すべき

事項を電磁的方法により提供することができる。 

４ 前項の規定の適用がある場合における第２項の規定の適用につい

ては、同項中「退職所得申告書が」とあるのは「退職所得申告書に記

載すべき事項を」と、「支払をする者に受理されたとき」とあるのは
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「支払をする者が提供を受けたとき」と、「受理された時」とあるの

は「提供を受けた時」とする。 

（環境性能割の税率） （環境性能割の税率） 

第81条の４ 次の各号に掲げる三輪以上の軽自動車に対して課する環

境性能割の税率は、当該各号に定める率とする。 

第81条の４ 次の各号に掲げる三輪以上の軽自動車に対して課する環

境性能割の税率は、当該各号に定める率とする。 

(１) 法第451条第１項（同条第４項又は第５項において準用する場

合を含む。）の規定の適用を受けるもの 100分の１ 

(１) 法第451条第１項（同条第４項又は第５項において準用する場

合を含む。）の規定の適用を受けるもの 100分の１ 

(２) 法第451条第２項（同条第４項又は第５項において準用する場

合を含む。）の規定の適用を受けるもの 100分の２ 

(２) 法第451条第２項（同条第４項又は第５項において準用する場

合を含む。）の規定の適用を受けるもの 100分の２ 

(３) 法第451条第３項の規定の適用を受けるもの 100分の３ (３) 法第451条第３項の規定の適用を受けるもの 100分の３ 

附 則   附 則 

（法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第10条の２ 法附則第15条第２項第１号に規定する市町村の条例で定

める割合は２分の１とする。 

第10条の２ 法附則第15条第２項第１号に規定する市町村の条例で定

める割合は２分の１とする。 

２ 法附則第15条第２項第５号に規定する市町村の条例で定める割合

は４分の３とする。 

２ 法附則第15条第２項第５号に規定する市町村の条例で定める割合

は４分の３とする。 

３ 法附則第15条第８項に規定する市町村の条例で定める割合は４分

の３とする。 

４ 法附則第15条第26項に規定する市町村の条例で定める割合は２分

の１とする。 

３ 法附則第15条第23項に規定する市町村の条例で定める割合は２分

の１とする。 

５ 法附則第15条第27項第１号に規定する市町村の条例で定める割合

は３分の２とする。 

４ 法附則第15条第24項第１号に規定する市町村の条例で定める割合

は３分の２とする。 

６ 法附則第15条第27項第２号に規定する市町村の条例で定める割合

は２分の１とする。 

５ 法附則第15条第24項第２号に規定する市町村の条例で定める割合

は２分の１とする。 

７ 法附則第15条第27項第３号に規定する市町村の条例で定める割合

は２分の１とする。 

６ 法附則第15条第24項第３号に規定する市町村の条例で定める割合

は２分の１とする。 

８ 法附則第15条第28項第１号に規定する市町村の条例で定める割合

は３分の２とする。 

７ 法附則第15条第25項第１号に規定する市町村の条例で定める割合

は３分の２とする。 

９ 法附則第15条第28項第２号に規定する市町村の条例で定める割合

は２分の１とする。 

８ 法附則第15条第25項第２号に規定する市町村の条例で定める割合

は２分の１とする。 

10 法附則第15条第30項第１号イに規定する設備について同号に規定９ 法附則第15条第27項第１号イに規定する設備について同号に規定
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する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

11 法附則第15条第30項第１号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

10 法附則第15条第27項第１号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

12 法附則第15条第30項第１号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

11 法附則第15条第27項第１号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

13 法附則第15条第30項第１号ニに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

12 法附則第15条第27項第１号ニに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

14 法附則第15条第30項第２号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

13 法附則第15条第27項第２号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

15 法附則第15条第30項第２号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

14 法附則第15条第27項第２号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

16 法附則第15条第30項第２号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

15 法附則第15条第27項第２号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

17 法附則第15条第30項第３号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

16 法附則第15条第27項第３号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

18 法附則第15条第30項第３号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

17 法附則第15条第27項第３号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

19 法附則第15条第30項第３号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

18 法附則第15条第27項第３号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

20 法附則第15条第34項に規定する市町村の条例で定める割合は３分

の２とする。 

19 法附則第15条第30項に規定する市町村の条例で定める割合は３分

の２とする。 

21 法附則第15条第38項に規定する市町村の条例で定める割合は２分

の１とする。 

20 法附則第15条第34項に規定する市町村の条例で定める割合は２分

の１とする。 

22 法附則第15条第39項に規定する市町村の条例で定める割合は３分

の２とする。 

21 法附則第15条第35項に規定する市町村の条例で定める割合は３分

の２とする。 

23 法附則第15条第41項に規定する市町村の条例で定める割合は０と

する。 

24 法附則第15条第47項に規定する市町村の条例で定める割合は３分

の２とする。 

22 法附則第15条第42項に規定する市町村の条例で定める割合は３分

の２とする。 

25 法附則第15条の８第２項に規定する市町村の条例で定める割合は

３分の２とする。 

23 法附則第15条の８第２項に規定する市町村の条例で定める割合は

３分の２とする。 
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26 法附則第64条に規定する市町村の条例で定める割合は０とする。 24 法附則第64条に規定する市町村の条例で定める割合は０とする。

（土地に対して課する平成30年度から令和２年度までの各年度分の

固定資産税の特例に関する用語の意義） 

（土地に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の

固定資産税の特例に関する用語の意義） 

第11条 次条から附則第14条までにおいて、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に掲げる規定に定めるところによる。 

第11条 次条から附則第14条までにおいて、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に掲げる規定に定めるところによる。 

(１) 農地 法附則第17条第１号 (１) 農地 法附則第17条第１号 

(２) 宅地等 法附則第17条第２号 (２) 宅地等 法附則第17条第２号 

(３) 住宅用地 法附則第17条第３号 (３) 住宅用地 法附則第17条第３号 

(４) 商業地等 法附則第17条第４号 (４) 商業地等 法附則第17条第４号 

(５) 負担水準 法附則第17条第８号イ (５) 負担水準 法附則第17条第８号イ 

(６) 前年度分の固定資産税の課税標準額 法附則第18条第６項

（附則第13条の場合には法附則第19条第２項において準用する法

附則第18条第６項、附則第13条の３の場合には法附則第19条の４

第３項において準用する法附則第18条第６項） 

(６) 前年度分の固定資産税の課税標準額 法附則第18条第６項

（附則第13条の場合には法附則第19条第２項において準用する法

附則第18条第６項、附則第13条の３の場合には法附則第19条の４

第３項において準用する法附則第18条第６項） 

(７) 市街化区域農地 法附則第19条の２第１項 (７) 市街化区域農地 法附則第19条の２第１項 

(８) 平成５年度適用市街化区域農地 法附則第19条の３第４項 (８) 平成５年度適用市街化区域農地 法附則第19条の３第５項 

（令和元年度又は令和２年度における土地の価格の特例） （令和４年度又は令和５年度における土地の価格の特例） 

第11条の２ 市の区域内の自然的及び社会的条件からみて類似の利用

価値を有すると認められる地域において地価が下落し、かつ、市長

が土地の修正前の価格（法附則第17条の２第１項に規定する修正前

の価格をいう。）を当該年度分の固定資産税の課税標準とすること

が固定資産税の課税上著しく均衡を失すると認める場合における当

該土地に対して課する固定資産税の課税標準は、第61条の規定にか

かわらず、令和元年度分又は令和２年度分の固定資産税に限り、当

該土地の修正価格（法附則第17条の２第１項に規定する修正価格を

いう。）で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

第11条の２ 市の区域内の自然的及び社会的条件からみて類似の利用

価値を有すると認められる地域において地価が下落し、かつ、市長

が土地の修正前の価格（法附則第17条の２第１項に規定する修正前

の価格をいう。）を当該年度分の固定資産税の課税標準とすること

が固定資産税の課税上著しく均衡を失すると認める場合における当

該土地に対して課する固定資産税の課税標準は、第61条の規定にか

かわらず、令和４年度分又は令和５年度分の固定資産税に限り、当

該土地の修正価格（法附則第17条の２第１項に規定する修正価格を

いう。）で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

２ 法附則第17条の２第２項に規定する令和元年度適用土地又は令和

元年度類似適用土地であって、令和２年度分の固定資産税について

前項の規定の適用を受けないこととなるものに対して課する同年度

分の固定資産税の課税標準は、第61条の規定にかかわらず、修正さ

れた価格（法附則第17条の２第２項に規定する修正された価格をい

２ 法附則第17条の２第２項に規定する令和４年度適用土地又は令和

４年度類似適用土地であって、令和５年度分の固定資産税について

前項の規定の適用を受けないこととなるものに対して課する同年度

分の固定資産税の課税標準は、第61条の規定にかかわらず、修正さ

れた価格（法附則第17条の２第２項に規定する修正された価格をい
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う。）で土地課税台帳等に登録されたものとする。 う。）で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

（宅地等に対して課する平成30年度から令和２年度までの各年度分

の固定資産税の特例） 

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分

の固定資産税の特例） 

第12条 宅地等に係る平成30年度から令和２年度までの各年度分の固

定資産税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が、

当該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税

の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税

標準となるべき価格（当該宅地等が当該年度分の固定資産税につい

て法第349条の３の２の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当

該価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下この条において同

じ。）に100分の５を乗じて得た額を加算した額（令和３年度分の固

定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準額）（当該

宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の３又は附則

第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地

等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場

合における固定資産税額（以下「宅地等調整固定資産税額」という。）

を超える場合には、当該宅地等調整固定資産税額とする。 

第12条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固

定資産税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が、

当該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税

の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税

標準となるべき価格（当該宅地等が当該年度分の固定資産税につい

て法第349条の３の２の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当

該価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下この条において同

じ。）に100分の５を乗じて得た額を加算した額（令和３年度分の固

定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準額）（当該

宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の３又は附則

第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地

等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場

合における固定資産税額（以下「宅地等調整固定資産税額」という。）

を超える場合には、当該宅地等調整固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る平成30年度から令和２

年度までの各年度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調整

固定資産税額が、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課

税標準となるべき価格に10分の６を乗じて得た額（当該商業地等が

当該年度分の固定資産税について法第349条の３又は附則第15条か

ら第15条の３までの規定の適用を受ける商業地等であるときは、当

該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に

係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合に

おける固定資産税額を超える場合には、同項の規定にかかわらず、

当該固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和４年度分及び令和

５年度分     の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調整

固定資産税額が、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課

税標準となるべき価格に10分の６を乗じて得た額（当該商業地等が

当該年度分の固定資産税について法第349条の３又は附則第15条か

ら第15条の３までの規定の適用を受ける商業地等であるときは、当

該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に

係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合に

おける固定資産税額を超える場合には、同項の規定にかかわらず、

当該固定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る平成30年度から令和２

年度までの各年度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調整

固定資産税額が、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和４年度分及び令和

５年度分     の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調整

固定資産税額が、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税
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標準となるべき価格に10分の２を乗じて得た額（当該宅地等が当該

年度分の固定資産税について法第349条の３又は附則第15条から第

15条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固

定資産税額に満たない場合には、同項の規定にかかわらず、当該固

定資産税額とする。 

標準となるべき価格に10分の２を乗じて得た額（当該宅地等が当該

年度分の固定資産税について法第349条の３又は附則第15条から第

15条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固

定資産税額に満たない場合には、同項の規定にかかわらず、当該固

定資産税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以上0.7

以下のものに係る平成30年度から令和２年度までの各年度分の固定

資産税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等の当該年

度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当該

商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の３又は附

則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける商業地等である

ときは、前年度分の固定資産税の課税標準額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下

「商業地等据置固定資産税額」という。）とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以上0.7

以下のものに係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定

資産税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等の当該年

度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当該

商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の３又は附

則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける商業地等である

ときは、前年度分の固定資産税の課税標準額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下

「商業地等据置固定資産税額」という。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超え

るものに係る平成30年度から令和２年度までの各年度分の固定資産

税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に10分の７を乗じて得

た額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の

３又は附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける商業地

等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き額とした場合における固定資産税額（以下「商業地等調整固定資

産税額」という。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超え

るものに係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資産

税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に10分の７を乗じて得

た額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の

３又は附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける商業地

等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き額とした場合における固定資産税額（以下「商業地等調整固定資

産税額」という。）とする。 

第12条の２ 地方税法等の一部を改正する法律（平成30年法律第３号）

附則第22条第１項の規定により、平成30年度から平成32年度までの

各年度分の固定資産税については、法附則第18条の３の規定を適用

しないこととする。 

第12条の２ 地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）

附則第14条第１項の規定により、令和３年度から令和５年度までの

各年度分の固定資産税については、法附則第18条の３の規定を適用

しないこととする。 
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（農地に対して課する平成30年度から令和２年度までの各年度分の

固定資産税の特例） 

（農地に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の

固定資産税の特例） 

第13条 農地に係る平成30年度から令和２年度までの各年度分の固定

資産税の額が、当該農地に係る当該年度分の固定資産税額が、当該

農地に係る当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の

課税標準額（当該農地が当該年度分の固定資産税について法第349

条の３又は附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける農

地であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額。以下この条において同じ。）に、当該農地の当該年度の

次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の右欄に掲げる

負担調整率を乗じて得た額（令和３年度分の固定資産税にあっては、

前年度分の固定資産税の課税標準額）を当該農地に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産

税額（以下「農地調整固定資産税額」という。）を超える場合には、

当該農地調整固定資産税額とする。 

第13条 農地に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定

資産税の額が、当該農地に係る当該年度分の固定資産税額が、当該

農地に係る当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の

課税標準額（当該農地が当該年度分の固定資産税について法第349

条の３又は附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける農

地であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額。以下この条において同じ。）に、当該農地の当該年度の

次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の右欄に掲げる

負担調整率を乗じて得た額（令和３年度分の固定資産税にあっては、

前年度分の固定資産税の課税標準額）を当該農地に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産

税額（以下「農地調整固定資産税額」という。）を超える場合には、

当該農地調整固定資産税額とする。 

（略） （略） 

（市街化区域農地に対して課する平成６年度以降の各年度分の固定

資産税の特例） 

（市街化区域農地に対して課する平成６年度以降の各年度分の固定

資産税の特例） 

第13条の２ 市街化区域農地に係る平成６年度以降の各年度分の固定

資産税に限り、平成５年度に係る賦課期日に所在する市街化区域農

地に対して課する固定資産税の額は、附則第13条の規定にかかわら

ず、当該市街化区域農地の固定資産税の課税標準となるべき価格の

３分の１の額を課税標準となるべき額とした場合における税額とす

る。ただし、当該市街化区域農地のうち平成５年度適用市街化区域

農地以外の市街化区域農地に対して課する次の表の左欄に掲げる各

年度分の固定資産税の額は、当該市街化区域農地の当該各年度分の

固定資産税の課税標準となるべき価格の３分の１の額に同表の右欄

に掲げる率を乗じて得た額を課税標準となるべき額とした場合の

あ 税額とする。 

第13条の２ 市街化区域農地に係る平成６年度以降の各年度分の固定

資産税に限り、平成５年度に係る賦課期日に所在する市街化区域農

地に対して課する固定資産税の額は、附則第13条の規定にかかわら

ず、当該市街化区域農地の固定資産税の課税標準となるべき価格の

３分の１の額を課税標準となるべき額とした場合における税額とす

る。ただし、当該市街化区域農地のうち平成５年度適用市街化区域

農地以外の市街化区域農地に対して課する次の表の左欄に掲げる各

年度分の固定資産税の額は、当該市街化区域農地の当該各年度分の

固定資産税の課税標準となるべき価格の３分の１の額に同表の右欄

に掲げる率を乗じて得た額を課税標準となるべき額とした場合にお

ける税額とする。 

（略） （略） 
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２ 市街化区域農地に係る平成６年度以降の各年度分の固定資産税に

限り、平成５年度に係る賦課期日後に令附則第14条の２第１項に規

定する事情により新たに市街化区域農地となった土地に対して課す

る各年度分の固定資産税については、当該市街化区域農地となった

土地に類似する市街化区域農地が前項の規定の適用を受ける市街化

区域農地であるときは、当該市街化区域農地となった土地が平成５

年度に係る賦課期日に市街化区域農地として所在し、かつ、同項の

規定の適用があったものとみなして、同項の規定を適用する。 

２ 市街化区域農地に係る平成６年度以降の各年度分の固定資産税に

限り、平成５年度に係る賦課期日後に令附則第14条の２第１項に規

定する事情により新たに市街化区域農地となった土地に対して課す

る各年度分の固定資産税については、当該市街化区域農地となった

土地に類似する市街化区域農地が前項の規定の適用を受ける市街化

区域農地であるときは、当該市街化区域農地となった土地が平成５

年度に係る賦課期日に市街化区域農地として所在し、かつ、同項の

規定の適用があったものとみなして、同項の規定を適用する。 

３ 前２項の規定は、平成５年度に係る賦課期日後に令附則第14条の

２第２項第２号から第５号までに掲げる事由により新たに市街化区

域農地となった土地（当該事由の生じた日以後令附則第14条の２第

１項各号に掲げる事情により新たに市街化区域農地となった土地を

含む。）に係る固定資産税について準用する。この場合において、

次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

３ 前２項の規定は、平成５年度に係る賦課期日後に令附則第14条の

２第２項第２号から第５号までに掲げる事由により新たに市街化区

域農地となった土地（当該事由の生じた日以後令附則第14条の２第

１項各号に掲げる事情により新たに市街化区域農地となった土地を

含む。）に係る固定資産税について準用する。この場合において、

次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

（略） （略） 

４ 令和２年度分の固定資産税について富津市税条例等の一部を改正

する条例（令和３年富津市条例第 号）第１条の規定による改正前の

富津市税条例（以下この項において「令和３年改正前の条例」という。）

附則第13条の２第３項において準用する同条第１項ただし書の規定

の適用を受けた市街化区域農地に対して課する令和３年度分の固定

資産税の額は、前項の規定により算定した当該市街化区域農地に係る

令和３年度分の固定資産税額が、当該市街化区域農地に係る令和２年

度分の固定資産税に係る令和３年改正前の条例附則第13条の２第３

項において準用する同条第１項ただし書に規定する固定資産税の課

税標準となるべき額を当該市街化区域農地に係る令和３年度分の固

定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額

を超える場合には、当該固定資産税額とする。 

（市街化区域農地に対して課する固定資産税の減額） （市街化区域農地に対して課する固定資産税の減額） 

第13条の３ 市街化区域農地に係る平成30年度から令和２年度までの

各年度分の固定資産税の額は、前条の規定により算定した当該市街

第13条の３ 市街化区域農地に係る令和３年度から令和５年度までの

各年度分の固定資産税の額は、前条の規定により算定した当該市街
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化区域農地に係る当該年度分の固定資産税額が、当該市街化区域農

地の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標

準額に、当該市街化区域農地に係る当該年度分の固定資産税の課税

標準となるべき価格の３分の１の額に100分の５を乗じて得た額を

加算した額（令和３年度分の固定資産税にあつては、前年度分の固

定資産税の課税標準額）（当該市街化区域農地が当該年度分の固定

資産税について法第349条の３又は附則第15条から第15条の３まで

の規定の適用を受ける市街化区域農地であるときは、当該額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額）を当該市街化区域農地に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額（以下「市街化区域農地調整固定資産税額」という。）

を超える場合には、当該市街化区域農地調整固定資産税額とする。

化区域農地に係る当該年度分の固定資産税額が、当該市街化区域農

地の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標

準額に、当該市街化区域農地に係る当該年度分の固定資産税の課税

標準となるべき価格の３分の１の額に100分の５を乗じて得た額を

加算した額（令和３年度分の固定資産税にあっては、前年度分の固

定資産税の課税標準額）（当該市街化区域農地が当該年度分の固定

資産税について法第349条の３又は附則第15条から第15条の３まで

の規定の適用を受ける市街化区域農地であるときは、当該額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額）を当該市街化区域農地に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額（以下「市街化区域農地調整固定資産税額」という。）

を超える場合には、当該市街化区域農地調整固定資産税額とする。

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係る平成30年度から

令和２年度までの各年度分の市街化区域農地調整固定資産税額は、

当該市街化区域農地調整固定資産税額が、当該市街化区域農地に係

る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格の３分の１の

額に10分の２を乗じて得た額（当該市街化区域農地が当該年度分の

固定資産税について法第349条の３又は附則第15条から第15条の３

までの規定の適用を受ける市街化区域農地であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該市街化区域農地に

係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合に

おける固定資産税額に満たない場合には、同項の規定にかかわらず、

当該固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係る令和４年度分及

び令和５年度分     の市街化区域農地調整固定資産税額は、

当該市街化区域農地調整固定資産税額が、当該市街化区域農地に係

る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格の３分の１の

額に10分の２を乗じて得た額（当該市街化区域農地が当該年度分の

固定資産税について法第349条の３又は附則第15条から第15条の３

までの規定の適用を受ける市街化区域農地であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該市街化区域農地に

係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合に

おける固定資産税額に満たない場合には、同項の規定にかかわらず、

当該固定資産税額とする。 

（免税点の適用に関する特例） （免税点の適用に関する特例） 

第14条 附則第12条、第13条、第13条の２又は第13条の３の規定の適

用がある各年度分の固定資産税に限り、第63条に規定する固定資産

税の課税標準となるべき額は、附則第12条、第13条又は第13条の３

の規定の適用を受ける宅地等、農地又は市街化区域農地については、

これらの規定に規定する当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき額によるものとし、附則第13条の２の規定の適用を受ける市街

化区域農地（附則第13条の３の規定の適用を受ける市街化区域農地

第14条 附則第12条、第13条、第13条の２又は第13条の３の規定の適

用がある各年度分の固定資産税に限り、第63条に規定する固定資産

税の課税標準となるべき額は、附則第12条、第13条又は第13条の３

の規定の適用を受ける宅地等、農地又は市街化区域農地については、

これらの規定に規定する当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき額によるものとし、附則第13条の２の規定の適用を受ける市街

化区域農地（附則第13条の３の規定の適用を受ける市街化区域農地
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を除く。）については、同条第１項

                 に規定するその年度分の課税

標準となるべき額によるものとする。 

を除く。）については、附則第13条の２第１項（同条第３項におい

て準用する場合を含む。）又は第４項に規定するその年度分の課税

標準となるべき額によるものとする。 

（特別土地保有税の課税の特例） （特別土地保有税の課税の特例） 

第15条の２ 附則第12条第１項から第５項までの規定の適用がある宅

地等（附則第11条第２号に掲げる宅地等をいうものとし、法第349

条の３、第349条の３の２又は附則第15条から第15条の３までの規定

の適用がある宅地等を除く。）に対して課する平成30年度から令和

２年度までの各年度分の特別土地保有税については、第137条第１号

及び第140条の５中「当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき

価格」とあるのは、「当該年度分の固定資産税に係る附則第12条第

１項から第５項までに規定する課税標準となるべき額」とする。 

第15条の２ 附則第12条第１項から第５項までの規定の適用がある宅

地等（附則第11条第２号に掲げる宅地等をいうものとし、法第349

条の３、第349条の３の２又は附則第15条から第15条の３までの規定

の適用がある宅地等を除く。）に対して課する令和３年度から令和

５年度までの各年度分の特別土地保有税については、第137条第１号

及び第140条の５中「当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき

価格」とあるのは、「当該年度分の固定資産税に係る附則第12条第

１項から第５項までに規定する課税標準となるべき額」とする。 

２ 法附則第11条の５第１項に規定する宅地評価土地の取得のうち平

成18年１月１日から令和３年３月31日までの間にされたものに対し

て課する特別土地保有税については、第137条第２号中「不動産取得

税の課税標準となるべき価格」とあるのは「不動産取得税の課税標

準となるべき価格（法附則第11条の５第１項の規定の適用がないも

のとした場合における課税標準となるべき価格をいう。）に２分の

１を乗じて得た額」とし、「令第54条の38第１項に規定する価格」

とあるのは「令第54条の38第１項に規定する価格（法附則第11条の

５第１項の規定の適用がないものとした場合における価格をいう。）

に２分の１を乗じて得た額」とする。 

２ 法附則第11条の５第１項に規定する宅地評価土地の取得のうち平

成18年１月１日から令和６年３月31日までの間にされたものに対し

て課する特別土地保有税については、第137条第２号中「不動産取得

税の課税標準となるべき価格」とあるのは「不動産取得税の課税標

準となるべき価格（法附則第11条の５第１項の規定の適用がないも

のとした場合における課税標準となるべき価格をいう。）に２分の

１を乗じて得た額」とし、「令第54条の38第１項に規定する価格」

とあるのは「令第54条の38第１項に規定する価格（法附則第11条の

５第１項の規定の適用がないものとした場合における価格をいう。）

に２分の１を乗じて得た額」とする。 

３ 当分の間、土地の取得の日の属する年の翌々年（当該土地の取得

の日が１月１日である場合には、同日の属する年の翌年）の末日の

属する年度以後の年度における当該土地に対して課する特別土地保

有税の課税標準は、第134条第１項の土地の取得価額又は修正取得価

額のいずれか低い金額とする。 

３ 当分の間、土地の取得の日の属する年の翌々年（当該土地の取得

の日が１月１日である場合には、同日の属する年の翌年）の末日の

属する年度以後の年度における当該土地に対して課する特別土地保

有税の課税標準は、第134条第１項の土地の取得価額又は修正取得価

額のいずれか低い金額とする。 

４ 前項の「修正取得価額」とは、施行規則附則第８条の５第１項に

規定する額（当該額が、次の各号に掲げる土地の区分に応じ、当該

各号に定める額を超えない場合には、当該各号に掲げる額）をいう。

４ 前項の「修正取得価額」とは、施行規則附則第８条の５第１項に

規定する額（当該額が、次の各号に掲げる土地の区分に応じ、当該

各号に定める額を超えない場合には、当該各号に掲げる額）をいう。

(１) 宅地評価土地（宅地及び法附則第17条第４号に規定する宅地 (１) 宅地評価土地（宅地及び法附則第17条第４号に規定する宅地
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比準土地をいう。以下同じ。） 当該宅地評価土地に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に1.428を乗じて得

た額 

比準土地をいう。以下同じ。） 当該宅地評価土地に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に1.428を乗じて得

た額 

(２) 宅地評価土地以外の土地 当該宅地評価土地以外の土地に係

る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に当該年度

の初日の属する年の前年分の当該宅地評価土地以外の土地に係る

評価倍率（土地評価審議会に係る土地の評価についての基本的事

項等に関する省令（平成３年大蔵省令第33号）第２条の規定によ

り国税局長が国税局及び税務署において閲覧に供するものとされ

ている土地の評価に関する事項において定められている倍率をい

う。以下同じ。）を乗じ、更に1.25を乗じて得た額（評価倍率の

定めのない宅地評価土地以外の土地には、市長が適当であると認

める率を乗じて得た額） 

(２) 宅地評価土地以外の土地 当該宅地評価土地以外の土地に係

る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に当該年度

の初日の属する年の前年分の当該宅地評価土地以外の土地に係る

評価倍率（土地評価審議会に係る土地の評価についての基本的事

項等に関する省令（平成３年大蔵省令第33号）第２条の規定によ

り国税局長が国税局及び税務署において閲覧に供するものとされ

ている土地の評価に関する事項において定められている倍率をい

う。以下同じ。）を乗じ、更に1.25を乗じて得た額（評価倍率の

定めのない宅地評価土地以外の土地には、市長が適当であると認

める率を乗じて得た額） 

５ 法附則第31条の３第３項の規定の適用がある土地に対して課する

特別土地保有税については、第137条第１号（第１項の規定により読

み替えて適用される場合を含む。）中「控除した額」とあるのは、

「控除した額の３分の１に相当する額」とする。 

５ 法附則第31条の３第３項の規定の適用がある土地に対して課する

特別土地保有税については、第137条第１号（第１項の規定により読

み替えて適用される場合を含む。）中「控除した額」とあるのは、

「控除した額の３分の１に相当する額」とする。 

（軽自動車税の環境性能割の非課税） （軽自動車税の環境性能割の非課税） 

第15条の４ 法第451条第１項第１号（同条第４項又は第５項において

準用する場合を含む。）に掲げる三輪以上の軽自動車（自家用のも

のに限る。以下この条において同じ。）に対しては、当該三輪以上

の軽自動車の取得が令和元年10月１日から令和３年３月31日までの

間（附則第15条の８第３項において「特定期間」という。）に行わ

れたときに限り、第80条第１項の規定にかかわらず、軽自動車税の

環境性能割を課さない。 

第15条の４ 法第451条第１項第１号（同条第４項又は第５項において

準用する場合を含む。）に掲げる三輪以上の軽自動車（自家用のも

のに限る。以下この条において同じ。）に対しては、当該三輪以上

の軽自動車の取得が令和元年10月１日から令和３年12月31日までの

間（附則第15条の８第３項において「特定期間」という。）に行わ

れたときに限り、第80条第１項の規定にかかわらず、軽自動車税の

環境性能割を課さない。 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） （軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

第15条の４の２ 軽自動車税の環境性能割の賦課徴収は、当分の間、

第１章第２節の規定にかかわらず、県が、自動車税の環境性能割の

賦課徴収の例により、行うものとする。 

第15条の４の２ 軽自動車税の環境性能割の賦課徴収は、当分の間、

第１章第２節の規定にかかわらず、県が、自動車税の環境性能割の

賦課徴収の例により、行うものとする。 

２ 県知事は、当分の間、前項の規定により行う軽自動車税の環境性

能割の賦課徴収に関し、三輪以上の軽自動車が法第446条第１項（同

２ 県知事は、当分の間、前項の規定により行う軽自動車税の環境性

能割の賦課徴収に関し、三輪以上の軽自動車が法第446条第１項（同

1
7



条第２項又は第３項において準用する場合を含む。）又は法第451

条第１項若しくは第２項（これらの規定を同条第４項又は第５項に

おいて準用する場合を含む。）の適用を受ける三輪以上の軽自動車

に該当するかどうかの判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法

附則第29条の９第３項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次

項において同じ。）に基づき当該判断をするものとする。 

条第２項又は第３項において準用する場合を含む。）又は法第451

条第１項若しくは第２項（これらの規定を同条第４項又は第５項に

おいて準用する場合を含む。）の適用を受ける三輪以上の軽自動車

に該当するかどうかの判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法

附則第29条の９第３項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次

項において同じ。）に基づき当該判断をするものとする。 

３ 県知事は、当分の間、第１項の規定により賦課徴収を行う軽自動

車税の環境性能割につき、その納付すべき額について不足額がある

ことを附則第15条の６の規定により読み替えられた第81条の６第１

項の納期限（納期限の延長があったときは、その延長された納期限）

後において知った場合において、当該事実が生じた原因が、国土交

通大臣の認定等の申請をした者が偽りその他不正の手段（当該申請

をした者に当該申請に必要な情報を直接又は間接に提供した者の偽

りその他不正の手段を含む。）により国土交通大臣の認定等を受け

たことを事由として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取

り消したことによるものであるときは、当該申請をした者又はその

一般承継人を当該不足額に係る三輪以上の軽自動車について法附則

第29条の11の規定によりその例によることとされた法第161条第１

項に規定する申告書を提出すべき当該三輪以上の軽自動車の取得者

とみなして、軽自動車税の環境性能割に関する規定を適用する。 

３ 県知事は、当分の間、第１項の規定により賦課徴収を行う軽自動

車税の環境性能割につき、その納付すべき額について不足額がある

ことを附則第15条の６の規定により読み替えられた第81条の６第１

項の納期限（納期限の延長があったときは、その延長された納期限）

後において知った場合において、当該事実が生じた原因が、国土交

通大臣の認定等の申請をした者が偽りその他不正の手段（当該申請

をした者に当該申請に必要な情報を直接又は間接に提供した者の偽

りその他不正の手段を含む。）により国土交通大臣の認定等を受け

たことを事由として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取

り消したことによるものであるときは、当該申請をした者又はその

一般承継人を当該不足額に係る三輪以上の軽自動車について法附則

第29条の11の規定によりその例によることとされた法第161条第１

項に規定する申告書を提出すべき当該三輪以上の軽自動車の取得者

とみなして、軽自動車税の環境性能割に関する規定を適用する。 

４ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の環

境性能割の額は、同項の不足額に、これに100分の10の割合を乗じて

計算した金額を加算した金額とする。 

４ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の環

境性能割の額は、同項の不足額に、これに100分の10の割合を乗じて

計算した金額を加算した金額とする。 

（軽自動車税の種別割の税率の特例） （軽自動車税の種別割の税率の特例） 

第16条 法附則第30条第１項に規定する三輪以上の軽自動車に対する

当該軽自動車が最初の法第444条第３項に規定する車両番号の指定

（次項から第５項までにおいて「初回車両番号指定」という。）を

受けた月から起算して14年を経過した月の属する年度以後の年度分

の軽自動車税の種別割に係る第82条の規定の適用については、当分

の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第16条 法附則第30条第１項に規定する三輪以上の軽自動車に対する

当該軽自動車が最初の法第444条第３項に規定する車両番号の指定

（次項から第８項までにおいて「初回車両番号指定」という。）を

受けた月から起算して14年を経過した月の属する年度以後の年度分

の軽自動車税の種別割に係る第82条の規定の適用については、当分

の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 
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（略） （略） 

２ 法附則第30条第２項第１号及び第２号に掲げる三輪以上の軽自動

車に対する第82条の規定の適用については、当該軽自動車が平成31

年４月１日から令和２年３月31日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自

動車が令和２年４月１日から令和３年３月31日までの間に初回車両

番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限

り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

２ 法附則第30条第２項第１号及び第２号に掲げる三輪以上の軽自動

車に対する第82条の規定の適用については、当該軽自動車が平成31

年４月１日から令和２年３月31日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自

動車が令和２年４月１日から令和３年３月31日までの間に初回車両

番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限

り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２号ア(イ) 3,900円 1,000円 第２号ア(イ) 3,900円 1,000円

第２号ア(ウ)ａ 6,900円 1,800円 第２号ア(ウ)ａ 6,900円 1,800円

10,800円 2,700円 10,800円 2,700円

第２号ア(ウ)ｂ 3,800円 1,000円 第２号ア(ウ)ｂ 3,800円 1,000円

5,000円 1,300円 5,000円 1,300円

３ 法附則第30条第３項第１号及び第２号に掲げる法第446条第１項

第３号に規定するガソリン軽自動車（以下この項及び次項において

「ガソリン軽自動車」という。）のうち三輪以上のものに対する第

82条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が平成31年４

月１日から令和２年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン

軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月31日までの間に初回

車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割

に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

３ 法附則第30条第３項第１号及び第２号に掲げる法第446条第１項

第３号に規定するガソリン軽自動車（以下この条    において

「ガソリン軽自動車」という。）のうち三輪以上のものに対する第

82条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が平成31年４

月１日から令和２年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン

軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月31日までの間に初回

車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割

に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２号ア(イ) 3,900円 2,000円 第２号ア(イ) 3,900円 2,000円

第２号ア(ウ)ａ 6,900円 3,500円 第２号ア(ウ)ａ 6,900円 3,500円

10,800円 5,400円 10,800円 5,400円

第２号ア(ウ)ｂ 3,800円 1,900円 第２号ア(ウ)ｂ 3,800円 1,900円

5,000円 2,500円 5,000円 2,500円

４ 法附則第30条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車４ 法附則第30条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車
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のうち三輪以上のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く。）

に対する第82条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が

平成31年４月１日から令和２年３月31日までの間に初回車両番号指

定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当

該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車

税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

のうち三輪以上のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く。）

に対する第82条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が

平成31年４月１日から令和２年３月31日までの間に初回車両番号指

定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当

該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車

税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２号ア(イ) 3,900円 3,000円 第２号ア(イ) 3,900円 3,000円

第２号ア(ウ)ａ 6,900円 5,200円 第２号ア(ウ)ａ 6,900円 5,200円

10,800円 8,100円 10,800円 8,100円

第２号ア(ウ)ｂ 3,800円 2,900円 第２号ア(ウ)ｂ 3,800円 2,900円

5,000円 3,800円 5,000円 3,800円

５ 法附則第30条第２項第１号及び第２号に掲げる三輪以上の軽自動

車のうち、自家用の乗用のものに対する第82条の規定の適用につい

ては、当該軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月31日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車

税の種別割に限り、当該軽自動車が令和４年４月１日から令和５年

３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度

分の軽自動車税の種別割に限り、第２項の表の左欄に掲げる同条の

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

５ 法附則第30条第２項第１号及び第２号に掲げる三輪以上の軽自動

車のうち、自家用の乗用のものに対する第82条の規定の適用につい

ては、当該軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月31日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車

税の種別割に限り、当該軽自動車が令和４年４月１日から令和５年

３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度

分の軽自動車税の種別割に限り、第２項の表の左欄に掲げる同条の

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

６ 法附則第30条第２項第１号及び第２号に掲げる三輪以上の軽自動

車（自家用の乗用のものを除く。）に対する第82条の規定の適用につ

いては、当該軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月31日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車

税の種別割に限り、当該軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３

月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分

の軽自動車税の種別割に限り、第２項の表の左欄に掲げる同条の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす
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る。 

７ 法附則第30条第７項の規定の適用を受ける三輪以上のガソリン軽

自動車（営業用の乗用のものに限る。）に対する第82条の規定の適用

については、当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年

３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度

分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和４年４

月１日から令和５年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第３項の表の左

欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 

８ 法附則第30条第８項の規定の適用を受ける三輪以上のガソリン軽

自動車（前項の規定の適用を受けるものを除き、営業用の乗用のもの

に限る。）に対する第82条の規定の適用については、当該ガソリン軽

自動車が令和３年４月１日から令和４年３月31日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に

限り、当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月31

日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽

自動車税の種別割に限り、第４項の表の左欄に掲げる同条の規定中同

表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第16条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、三輪以

上の軽自動車が前条第２項から第５項までの規定の適用を受ける三

輪以上の軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土交

通大臣の認定等（法附則第30条の２第１項に規定する国土交通大臣

の認定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をするも

のとする。 

第16条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、三輪以

上の軽自動車が前条第２項から第８項までの規定の適用を受ける三

輪以上の軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土交

通大臣の認定等（法附則第30条の２第１項に規定する国土交通大臣

の認定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をするも

のとする。 

２ 市長は、納付すべき軽自動車税の種別割の額について不足額があ

ることを第83条第２項の納期限（納期限の延長があったときは、そ

の延長された納期限）後において知った場合において、当該事実が

生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請をした者が偽りその他

不正の手段（当該申請をした者に当該申請に必要な情報を直接又は

２ 市長は、納付すべき軽自動車税の種別割の額について不足額があ

ることを第83条第２項の納期限（納期限の延長があったときは、そ

の延長された納期限）後において知った場合において、当該事実が

生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請をした者が偽りその他

不正の手段（当該申請をした者に当該申請に必要な情報を直接又は
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間接に提供した者の偽りその他不正の手段を含む。）により国土交

通大臣の認定等を受けたことを事由として国土交通大臣が当該国土

交通大臣の認定等を取り消したことによるものであるときは、当該

申請をした者又はその一般承継人を賦課期日現在における当該不足

額に係る三輪以上の軽自動車の所有者とみなして、軽自動車税の種

別割に関する規定（第87条及び第88条の規定を除く。）を適用する。

間接に提供した者の偽りその他不正の手段を含む。）により国土交

通大臣の認定等を受けたことを事由として国土交通大臣が当該国土

交通大臣の認定等を取り消したことによるものであるときは、当該

申請をした者又はその一般承継人を賦課期日現在における当該不足

額に係る三輪以上の軽自動車の所有者とみなして、軽自動車税の種

別割に関する規定（第87条及び第88条の規定を除く。）を適用する。

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の種

別割の額は、同項の不足額に、これに100分の10の割合を乗じて計算

した金額を加算した金額とする。 

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の種

別割の額は、同項の不足額に、これに100分の10の割合を乗じて計算

した金額を加算した金額とする。 

４ 第２項の規定の適用がある場合における第19条の規定の適用につ

いては、同条中「納期限（」とあるのは、「納期限（附則第16条の

２第２項の規定の適用がないものとした場合の当該三輪以上の軽自

動車の所有者についての軽自動車税の納期限とし、当該」とする。

４ 第２項の規定の適用がある場合における第19条の規定の適用につ

いては、同条中「納期限（」とあるのは、「納期限（附則第16条の

２第２項の規定の適用がないものとした場合の当該三輪以上の軽自

動車の所有者についての軽自動車税の納期限とし、当該」とする。

（東日本大震災に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする者

がすべき申告等） 

（東日本大震災に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする者

がすべき申告等） 

第25条 法附則第56条第１項（同条第２項において準用する場合を含

む。）の規定の適用を受けようとする者は、当該年度の初日の属す

る年の１月31日までに次に掲げる事項を記載した申告書を市長に提

出しなければならない。 

第25条 法附則第56条第１項（同条第２項において準用する場合を含

む。）の規定の適用を受けようとする者は、当該年度の初日の属す

る年の１月31日までに次に掲げる事項を記載した申告書を市長に提

出しなければならない。 

(１) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号

（個人番号又は法人番号を有しない者には、住所及び氏名又は名

称）並びに当該納税義務者が令附則第33条第１項第３号から第５

号まで又は第３項第３号から第５号までに掲げる者である場合に

は、同条第１項第１号若しくは第２号又は第３項第１号若しくは

第２号に掲げる者との関係 

(１) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号

（個人番号又は法人番号を有しない者には、住所及び氏名又は名

称）並びに当該納税義務者が令附則第33条第１項第３号から第５

号まで又は第３項第３号から第５号までに掲げる者である場合に

は、同条第１項第１号若しくは第２号又は第３項第１号若しくは

第２号に掲げる者との関係 

(２) 法附則第56条第１項に規定する被災住宅用地の上に平成23年

度に係る賦課期日において存した家屋の所有者及び家屋番号 

(２) 法附則第56条第１項に規定する被災住宅用地の上に平成23年

度に係る賦課期日において存した家屋の所有者及び家屋番号 

(３) 当該年度に係る賦課期日において法附則第56条第１項（同条

第２項において準用する場合及び同条第６項（同条第７項におい

て準用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用される場

合を含む。）の規定の適用を受けようとする土地を法第349条の３

(３) 当該年度に係る賦課期日において法附則第56条第１項（同条

第２項において準用する場合及び同条第６項（同条第７項におい

て準用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用される場

合を含む。）の規定の適用を受けようとする土地を法第349条の３
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の２第１項に規定する家屋の敷地の用に供する土地として使用す

ることができない理由 

の２第１項に規定する家屋の敷地の用に供する土地として使用す

ることができない理由 

(４) その他市長が固定資産税の賦課徴収に関し必要と認める事項 (４) その他市長が固定資産税の賦課徴収に関し必要と認める事項

２ 法附則第56条第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）

の規定の適用を受ける土地に係る平成24年度から令和３年度までの

各年度分の固定資産税については、第74条の規定は適用しない。 

２ 法附則第56条第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）

の規定の適用を受ける土地に係る平成24年度から令和８年度までの

各年度分の固定資産税については、第74条の規定は適用しない。 

３ 法附則第56条第４項に規定する特定被災共用土地（以下この項に

おいて「特定被災共用土地」という。）に係る固定資産税額の按分

の申出は、同項に規定する特定被災共用土地納税義務者（以下この

項において「特定被災共用土地納税義務者」という。）の代表者が

毎年１月31日までに次に掲げる事項を記載した申出書を市長に提出

して行わなければならない。 

３ 法附則第56条第４項に規定する特定被災共用土地（以下この項に

おいて「特定被災共用土地」という。）に係る固定資産税額の按分

の申出は、同項に規定する特定被災共用土地納税義務者（以下この

項において「特定被災共用土地納税義務者」という。）の代表者が

毎年１月31日までに次に掲げる事項を記載した申出書を市長に提出

して行わなければならない。 

(１) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個

人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は

名称） 

(１) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個

人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は

名称） 

(２) 特定被災共用土地の所在、地番、地目及び地積並びにその用

途 

(２) 特定被災共用土地の所在、地番、地目及び地積並びにその用

途 

(３) 特定被災共用土地に係る法附則第56条第３項に規定する被災

区分所有家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びにそ

の用途 

(３) 特定被災共用土地に係る法附則第56条第３項に規定する被災

区分所有家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びにそ

の用途 

(４) 各特定被災共用土地納税義務者の住所及び氏名並びに当該各

特定被災共用土地納税義務者の当該特定被災共用土地に係る持分

の割合 

(４) 各特定被災共用土地納税義務者の住所及び氏名並びに当該各

特定被災共用土地納税義務者の当該特定被災共用土地に係る持分

の割合 

(５) 法附則第56条第３項の規定により按分する場合に用いられる

割合に準じて定めた割合及び当該割合の算定方法 

(５) 法附則第56条第３項の規定により按分する場合に用いられる

割合に準じて定めた割合及び当該割合の算定方法 

４ 法附則第56条第９項の規定により特定被災共用土地とみなされた

特定仮換地等（以下この項において「特定仮換地等」という。）に

係る固定資産税額の按分の申出については、前項中「特定被災共用

土地納税義務者」とあるのは「特定仮換地等納税義務者」と、「特

定被災共用土地の」とあるのは「特定仮換地等の」と、「特定被災

共用土地に」とあるのは「特定仮換地等に対応する従前の土地であ

４ 法附則第56条第９項の規定により特定被災共用土地とみなされた

特定仮換地等（以下この項において「特定仮換地等」という。）に

係る固定資産税額の按分の申出については、前項中「特定被災共用

土地納税義務者」とあるのは「特定仮換地等納税義務者」と、「特

定被災共用土地の」とあるのは「特定仮換地等の」と、「特定被災

共用土地に」とあるのは「特定仮換地等に対応する従前の土地であ
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る特定被災共用土地に」とする。 る特定被災共用土地に」とする。 

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の

特例） 

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の

特例） 

第29条 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイ

ルス感染症特例法第６条第４項の規定の適用を受けた場合における

附則第７条の３の２第１項の規定の適用については、同項中「令和

15年度」とあるのは、「令和16年度」とする。 

第29条 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイ

ルス感染症特例法第６条第４項の規定の適用を受けた場合における

附則第７条の３の２第１項の規定の適用については、同項中「令和

15年度」とあるのは、「令和16年度」とする。 

２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス

感染症特例法第６条の２第１項の規定の適用を受けた場合における

附則第７条の３の２第１項の規定の適用については、同項中「令和

15年度」とあるのは「令和17年度」と、「令和３年」とあるのは「令

和４年」とする。 
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議案第１号資料 

富津市税条例の一部を改正する条例（令和２年富津市条例第14号）新旧対照表（第２条による改正） 

現   行 改 正 案 

第２条 富津市税条例の一部を次のように改正する。 第２条 富津市税条例の一部を次のように改正する。 

（略） （略） 

第48条第１項中「第４項、第19項、第22項及び第23項」を「第31項、

第34項及び第35項」に、「第10項、第11項及び第13項」を「第９項、

第10項及び第12項」に、「第４項、第19項及び第23項」を「第31項及

び第35項」に、「同条第22項」を「同条第34項」に、「第３項」を「第

２項後段」に改め、同条第２項中「第66条の７第５項及び第11項又は

第68条の91第４項及び第10項」を「第66条の７第４項及び第10項」に、

「第321条の８第24項」を「第321条の８第36項」に改め、同条第３項

中「第66条の９の３第４項及び第10項又は第68条の93の３第４項及び

第10項」を「第66条の９の３第３項及び第９項」に、「第321条の８第

25項」を「第321条の８第37項」に改め、同条第４項中「第321条の８

第26項」を「第321条の８第38項」に改め、同条第５項中「第321条の

８第22項」を「第321条の８第34項」に、「同条第21項」を「同条第33

項」に、「、第４項又は第19項」を「又は第31項」に、「同条第23項」

を「同条第35項」に改め、同条第６項中「、第４項又は第19項」を「又

は第31項」に、「同条第22項」を「同条第34項」に、「第321条の８第

23項」を「第321条の８第35項」に改め、同条第７項中「第321条の８

第22項」を「第321条の８第34項」に、「、第４項又は第19項」を「又

は第31項」に改め、同項第２号中「第321条の８第23項」を「第321条

の８第35項」に改め、同条第９項を削り、同条第10項中「第321条の

８第42項」を「第321条の８第52項」に、「同条第42項」を「同条第52

項」に、「第12項」を「第11項」に改め、同項を同条第９項とし、同

条第11項を同条第10項とし、同条第12項中「第10項」を「第９項」に

改め、同項を同条第11項とし、同条第13項中「第10項」を「第９項」

に、「第75条の４第２項」を「第75条の５第２項」に改め、同項を同

条第12項とし、同条第14項を同条第13項とし、同条第15項中「第13項」

を「第12項」に、「第10項」を「第９項」に改め、同項を同条第14項

とし、同条第16項中「第13項前段」を「第12項前段」に、「第321条の

第48条第１項中「第４項、第19項、第22項及び第23項」を「第31項、

第34項及び第35項」に、「第10項、第11項及び第13項」を「第９項、

第10項及び第12項」に、「第４項、第19項及び第23項」を「第31項及

び第35項」に、「同条第22項」を「同条第34項」に、「第３項」を「第

２項後段」に改め、同条第２項中「第66条の７第５項及び第11項又は

第68条の91第４項及び第10項」を「第66条の７第４項及び第10項」に、

「第321条の８第24項」を「第321条の８第36項」に改め、同条第３項

中「第66条の９の３第４項及び第10項又は第68条の93の３第４項及び

第10項」を「第66条の９の３第３項及び第９項」に、「第321条の８第

25項」を「第321条の８第37項」に改め、同条第４項中「第321条の８

第26項」を「第321条の８第38項」に改め、同条第５項中「第321条の

８第22項」を「第321条の８第34項」に、「同条第21項」を「同条第33

項」に、「、第４項又は第19項」を「又は第31項」に、「同条第23項」

を「同条第35項」に改め、同条第６項中「、第４項又は第19項」を「又

は第31項」に、「同条第22項」を「同条第34項」に、「第321条の８第

23項」を「第321条の８第35項」に改め、同条第７項中「第321条の８

第22項」を「第321条の８第34項」に、「、第４項又は第19項」を「又

は第31項」に改め、同項第２号中「第321条の８第23項」を「第321条

の８第35項」に改め、同条第９項を削り、同条第10項中「第321条の

８第42項」を「第321条の８第60項」に、「同条第42項」を「同条第60

項」に、「第12項」を「第11項」に改め、同項を同条第９項とし、同

条第11項を同条第10項とし、同条第12項中「第10項」を「第９項」に

改め、同項を同条第11項とし、同条第13項中「第10項」を「第９項」

に、「第75条の４第２項」を「第75条の５第２項」に改め、同項を同

条第12項とし、同条第14項を同条第13項とし、同条第15項中「第13項」

を「第12項」に、「第10項」を「第９項」に改め、同項を同条第14項

とし、同条第16項中「第13項前段」を「第12項前段」に、「第321条の
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８第51項」を「第321条の８第61項」に、「第10項」を「第９項」に改

め、同項を同条第15項とし、同条第17項中「第13項後段」を「第12項

後段」に、「第15項」を「第14項」に、「第75条の４第３項若しくは第

６項（同法第81条の24の３第２項において準用する場合を含む。）」を

「第75条の５第３項若しくは第６項」に、「第10項」を「第９項」に

改め、同項を同条第16項とする。 

８第51項」を「第321条の８第69項」に、「第10項」を「第９項」に改

め、同項を同条第15項とし、同条第17項中「第13項後段」を「第12項

後段」に、「第15項」を「第14項」に、「第75条の４第３項若しくは第

６項（同法第81条の24の３第２項において準用する場合を含む。）」を

「第75条の５第３項若しくは第６項」に、「第10項」を「第９項」に

改め、同項を同条第16項とする。 

第50条第２項中「においては」を「には」に、「、第４項又は第19

項」を「又は第31項」に、「同条第23項」を「同条第35項」に、「、第

２項又は第４項」を「又は第２項」に改め、同条第３項中「、第４項

又は第19項」を「又は第31項」に改め、「（同条第２項又は第４項に

規定する申告書を提出すべき法人が連結子法人の場合には、当該連結

子法人との間に連結完全支配関係がある連結親法人（法人税法第２条

第12号の６の７に規定する連結親法人をいう。以下この項において同

じ。）若しくは連結完全支配関係があった連結親法人が法人税に係る

修正申告書を提出し、又は法人税に係る更正若しくは決定を受けたこ

と。次項第２号において同じ。）」を削り、同条第４項中「、第４項又

は第19項」を「又は第31項」に                

           改める。 

第50条第２項中「においては」を「には」に、「、第４項又は第19

項」を「又は第31項」に、「同条第23項」を「同条第35項」に、「、第

２項又は第４項」を「又は第２項」に改め、同条第３項中「、第４項

又は第19項」を「又は第31項」に改め、「（同条第２項又は第４項に

規定する申告書を提出すべき法人が連結子法人の場合には、当該連結

子法人との間に連結完全支配関係がある連結親法人（法人税法第２条

第12号の６の７に規定する連結親法人をいう。以下この項において同

じ。）若しくは連結完全支配関係があった連結親法人が法人税に係る

修正申告書を提出し、又は法人税に係る更正若しくは決定を受けたこ

と。次項第２号において同じ。）」を削り、同条第４項中「、第４項又

は第19項」を「又は第31項」に、「第48条の15の５第４項」を「第48

条の15の４第４項」に改める。 

第52条第４項                       

           から第６項までを削る。 

第52条第３項中「第48条の15の５第４項」を「第48条の15の４第４

項」に改め、同条第４項から第６項までを削る。 

（略） （略） 

附則第３条の２第２項中「及び第４項」を削る。 附則第３条の２第２項中「及び第４項」を削る。 

附則第４条第１項中「及び第４項」及び「又は法人税法第81条の24

第１項の規定により延長された法第321条の８第４項に規定する申告書

の提出期限」を削り、同条第２項中「又は法第321条の８第４項に規定

する連結法人税額の課税標準の算定期間」を削る。 
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議案第３号資料 

富津市手数料条例（平成12年富津市条例第５号）新旧対照表 

現   行 改 正 案 

（手数料の名称及び金額） （手数料の名称及び金額） 

第２条 手数料の名称、当該手数料を徴収する事務の内容及びその金

額は、別表のとおりとする。 

第２条 手数料の名称、当該手数料を徴収する事務の内容及びその金

額は、別表のとおりとする。 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

区分 名称 事務の内容 単位 金額 区分 名称 事務の内容 単位 金額 

（略） （略） 

23 個人番号

カードの

再交付手

数料 

行政手続における

特定の個人を識別

するための番号の

利用等に関する法

律に規定する個人

番号、個人番号カー

ド、特定個人情報の

提供等に関する省

令（平成26年総務省

令第85号）第28条の

規定による個人番

号カードの再交付 

１枚につ

き 

800円

24 戸籍の附

票の写し

の交付手

数料 

住民基本台帳法第

20条第１項、第３項

又は第４項の規定

による戸籍の附表

（当該戸籍の附表

から除かれた者の

附票を含む。）の写

しの交付 

１通につ

き 

300円 23 戸籍の附

票の写し

の交付手

数料 

住民基本台帳法第

20条第１項、第３項

又は第４項の規定

による戸籍の附表

（当該戸籍の附表

から除かれた者の

附票を含む。）の写

しの交付 

１通につ

き 

300円
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25 戸籍の附

票の除票

の写しの

交付手数

料 

住民基本台帳法第

21条の３第１項、第

３項又は第４項の

規定による戸籍の

附票の除票の写し

の交付 

１通につ

き 

300円 24 戸籍の附

票の除票

の写しの

交付手数

料 

住民基本台帳法第

21条の３第１項、第

３項又は第４項の

規定による戸籍の

附票の除票の写し

の交付 

１通につ

き 

300円

26 身分に関

する証明

手数料 

身分に関する証明

書の交付 

１通につ

き 

300円 25 身分に関

する証明

手数料 

身分に関する証明

書の交付 

１通につ

き 

300円

27 住民基本

台帳閲覧

手数料 

住民基本台帳法第

11条の２第１項の

規定による住民基

本台帳の閲覧 

１人につ

き 

100円 26 住民基本

台帳閲覧

手数料 

住民基本台帳法第

11条の２第１項の

規定による住民基

本台帳の閲覧 

１人につ

き 

100円

28 納税証明

書交付手

数料 

地方税法（昭和25年

法律第226号）第20

条の10の規定によ

る徴収金に関する

事項の証明書の交

付 

１件につ

き 

300円 27 納税証明

書交付手

数料 

地方税法（昭和25年

法律第226号）第20

条の10の規定によ

る徴収金に関する

事項の証明書の交

付 

１件につ

き 

300円

29 所得、課税

等証明書

交付手数

料 

個人の市民税及び

県民税に係る収入

金額、所得金額、所

得控除の額、税額等

に関する事項の証

明書（以下「税証明

書」という。）の交

付（多機能端末機に

よる交付を除く。）

１件につ

き 

300円 28 所得、課税

等証明書

交付手数

料 

個人の市民税及び

県民税に係る収入

金額、所得金額、所

得控除の額、税額等

に関する事項の証

明書（以下「税証明

書」という。）の交

付（多機能端末機に

よる交付を除く。）

１件につ

き 

300円

税証明書の交付（多

機能端末機による

１件につ

き 

200円 税証明書の交付（多

機能端末機による

１件につ

き 

200円
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交付に限る。） 交付に限る。） 

30 法人住所

証明書交

付手数料

法人の名称、代表者

氏名及び所在地に

関する事項の証明

書の交付 

１件につ

き 

300円 29 法人住所

証明書交

付手数料

法人の名称、代表者

氏名及び所在地に

関する事項の証明

書の交付 

１件につ

き 

300円

31 固定資産

課税台帳

等の閲覧

手数料 

地方税法第382条の

２第１項の規定に

よる固定資産課税

台帳又は同法第387

条第３項の規定に

よる土地名寄帳若

しくは家屋名寄帳

の閲覧 

１件につ

き 

300円 30 固定資産

課税台帳

等の閲覧

手数料 

地方税法第382条の

２第１項の規定に

よる固定資産課税

台帳又は同法第387

条第３項の規定に

よる土地名寄帳若

しくは家屋名寄帳

の閲覧 

１件につ

き 

300円

32 固定資産

課税台帳

記載事項

証明書交

付手数料

地方税法第382条の

３の規定による固

定資産課税台帳に

記載されている事

項の証明書の交付 

１件につ

き 

300円 31 固定資産

課税台帳

記載事項

証明書交

付手数料

地方税法第382条の

３の規定による固

定資産課税台帳に

記載されている事

項の証明書の交付 

１件につ

き 

300円

33 地番図又

は航空写

真交付手

数料 

固定資産税賦課の

ため作製した地番

図又は航空写真の

写しの交付 

１枚につ

き 

300円 32 地番図又

は航空写

真交付手

数料 

固定資産税賦課の

ため作製した地番

図又は航空写真の

写しの交付 

１枚につ

き 

300円

34 その他の

証明手数

料 

前各項に定めるも

ののほか、市長が必

要と認める証明 

１通につ

き 

300円 33 その他の

証明手数

料 

前各項に定めるも

ののほか、市長が必

要と認める証明 

１通につ

き 

300円

備考 １通の証明書に２種類以上のことを併記する場合には、これ

を個々のものとみなす。 

備考 １通の証明書に２種類以上のことを併記する場合には、これ

を個々のものとみなす。 
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議案第４号資料 

富津市税条例（昭和46年富津市条例第35号）新旧対照表 

改 正 前 改 正 案 

（個人の市民税の非課税の範囲） （個人の市民税の非課税の範囲） 

第24条 次の各号のいずれかに該当する者に対しては、市民税（第２

号に該当する者にあっては、第53条の２の規定により課する所得割

（以下「分離課税に係る所得割」という。）を除く。）を課さない。

ただし、法の施行地に住所を有しない者については、この限りでな

い。 

第24条 次の各号のいずれかに該当する者に対しては、市民税（第２

号に該当する者にあっては、第53条の２の規定により課する所得割

（以下「分離課税に係る所得割」という。）を除く。）を課さない。

ただし、法の施行地に住所を有しない者については、この限りでな

い。 

(１) 生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定による生活扶助を

受けている者 

(１) 生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定による生活扶助を

受けている者 

(２) 障害者、未成年者、寡婦又はひとり親（これらの者の前年の

合計所得金額が135万円を超える場合を除く。） 

(２) 障害者、未成年者、寡婦又はひとり親（これらの者の前年の

合計所得金額が135万円を超える場合を除く。） 

２ 法の施行地に住所を有する者で、均等割のみを課すべきもののう

ち、前年の合計所得金額が28万円にその者の同一生計配偶者及び扶

養親族（年齢16歳未満の者及び控除対象扶養親族に限る。以下この

項において同じ。）の数に１を加えた数を乗じて得た金額に10万円

を加算した金額（その者が同一生計配偶者又は扶養親族を有する場

合には、当該金額に16万８千円を加算した金額）以下である者に対

しては、均等割を課さない。 

２ 法の施行地に住所を有する者で、均等割のみを課すべきもののう

ち、前年の合計所得金額が28万円にその者の同一生計配偶者及び扶

養親族（年齢16歳未満の者及び控除対象扶養親族に限る。以下この

項において同じ。）の数に１を加えた数を乗じて得た金額に10万円

を加算した金額（その者が同一生計配偶者又は扶養親族を有する場

合には、当該金額に16万８千円を加算した金額）以下である者に対

しては、均等割を課さない。 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書） （個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書） 

第36条の３の３ 所得税法第203条の６第１項の規定により同項に規

定する申告書を提出しなければならない者又は法の施行地において

同項に規定する公的年金等（所得税法第203条の７の規定の適用を受

けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。）の

支払を受ける者であって、扶養親族（控除対象扶養親族を除く。）

を有する者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）

で市内に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき

所得税法第203条の６第１項に規定する公的年金等の支払者（以下こ

の条において「公的年金等支払者」という。）から毎年最初に公的

年金等の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところに

第36条の３の３ 所得税法第203条の６第１項の規定により同項に規

定する申告書を提出しなければならない者又は法の施行地において

同項に規定する公的年金等（所得税法第203条の７の規定の適用を受

けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。）の

支払を受ける者であって、扶養親族（年齢16歳未満の者に限る。）

を有する者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）

で市内に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき

所得税法第203条の６第１項に規定する公的年金等の支払者（以下こ

の条において「公的年金等支払者」という。）から毎年最初に公的

年金等の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところに
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より、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者

を経由して、市長に提出しなければならない。 

より、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者

を経由して、市長に提出しなければならない。 

(１) 当該公的年金等支払者の名称 (１) 当該公的年金等支払者の名称 

(２) 扶養親族の氏名 (２) 扶養親族の氏名 

(３) その他施行規則で定める事項 (３) その他施行規則で定める事項 

２ 前項又は法第317条の３の３第１項の規定による申告書を公的年

金等支払者を経由して提出する場合において、当該申告書に記載す

べき事項がその年の前年において当該公的年金等支払者を経由して

提出した前項又は法第317条の３の３第１項の規定による申告書に

記載した事項と異動がないときは、公的年金等受給者は、当該公的

年金等支払者が所得税法第203条の６第２項に規定する国税庁長官

の承認を受けている場合に限り、施行規則で定めるところにより、

前項又は法第317条の３の３第１項の規定により記載すべき事項に

代えて当該異動がない旨を記載した前項又は法第317条の３の３第

１項の規定による申告書を提出することができる。 

２ 前項又は法第317条の３の３第１項の規定による申告書を公的年

金等支払者を経由して提出する場合において、当該申告書に記載す

べき事項がその年の前年において当該公的年金等支払者を経由して

提出した前項又は法第317条の３の３第１項の規定による申告書に

記載した事項と異動がないときは、公的年金等受給者は、当該公的

年金等支払者が所得税法第203条の６第２項に規定する国税庁長官

の承認を受けている場合に限り、施行規則で定めるところにより、

前項又は法第317条の３の３第１項の規定により記載すべき事項に

代えて当該異動がない旨を記載した前項又は法第317条の３の３第

１項の規定による申告書を提出することができる。 

３ 第１項の場合において、同項の規定による申告書がその提出の際

に経由すべき公的年金等支払者に受理されたときは、その申告書は、

その受理された日に市長に提出されたものとみなす。 

３ 第１項の場合において、同項の規定による申告書がその提出の際

に経由すべき公的年金等支払者に受理されたときは、その申告書は、

その受理された日に市長に提出されたものとみなす。 

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定による申告書の提出の際に経

由すべき公的年金等支払者が令第48条の９の７の３において準用す

る令第８条の２の２に規定する要件を満たす場合には、施行規則で

定めるところにより、当該申告書の提出に代えて、当該公的年金等

支払者に対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁的方法により提

供することができる。 

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定による申告書の提出の際に経

由すべき公的年金等支払者が令第48条の９の７の３において準用す

る令第８条の２の２に規定する要件を満たす場合には、施行規則で

定めるところにより、当該申告書の提出に代えて、当該公的年金等

支払者に対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁的方法により提

供することができる。 

５ 前項の規定の適用がある場合における第３項の規定の適用につい

ては、同項中「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」

と、「公的年金等支払者に受理されたとき」とあるのは「公的年金

等支払者が提供を受けたとき」と、「受理された日」とあるのは「提

供を受けた日」とする。 

５ 前項の規定の適用がある場合における第３項の規定の適用につい

ては、同項中「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」

と、「公的年金等支払者に受理されたとき」とあるのは「公的年金

等支払者が提供を受けたとき」と、「受理された日」とあるのは「提

供を受けた日」とする。 

   附 則    附 則 

（個人の市民税の所得割の非課税の範囲等） （個人の市民税の所得割の非課税の範囲等） 
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第５条 当分の間、市民税の所得割を課すべき者のうち、その者の前

年の所得について第33条の規定により算定した総所得金額、退職所

得金額及び山林所得金額の合計額が、35万円にその者の同一生計配

偶者及び扶養親族（年齢16歳未満の者及び控除対象扶養親族に限る。

以下この項において同じ。）の数に１を加えた数を乗じて得た金額

に10万円を加算した金額（その者が同一生計配偶者又は扶養親族を

有する場合には、当該金額に32万円を加算した金額）以下である者

に対しては、第23条第１項の規定にかかわらず、市民税の所得割（分

離課税に係る所得割を除く。）を課さない。 

第５条 当分の間、市民税の所得割を課すべき者のうち、その者の前

年の所得について第33条の規定により算定した総所得金額、退職所

得金額及び山林所得金額の合計額が、35万円にその者の同一生計配

偶者及び扶養親族（年齢16歳未満の者及び控除対象扶養親族に限る。

以下この項において同じ。）の数に１を加えた数を乗じて得た金額

に10万円を加算した金額（その者が同一生計配偶者又は扶養親族を

有する場合には、当該金額に32万円を加算した金額）以下である者

に対しては、第23条第１項の規定にかかわらず、市民税の所得割（分

離課税に係る所得割を除く。）を課さない。 

２ 当分の間、法附則第３条の３第５項に規定するところにより控除

すべき額を、第34条の３及び第34条の６の規定を適用した場合の所

得割の額から控除する。 

２ 当分の間、法附則第３条の３第５項に規定するところにより控除

すべき額を、第34条の３及び第34条の６の規定を適用した場合の所

得割の額から控除する。 

３ 前項の規定の適用がある場合における第34条の９第１項の規定の

適用については、同項中「前３条」とあるのは、「前３条並びに附

則第５条第２項」とする。 

３ 前項の規定の適用がある場合における第34条の９第１項の規定の

適用については、同項中「前３条」とあるのは、「前３条並びに附

則第５条第２項」とする。 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例） （特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例）

第６条 平成30年度から令和４年度までの各年度分の個人の市民税に

限り、法附則第４条の４第３項の規定に該当する場合における第34

条の２の規定による控除については、その者の選択により、同条中

「同条第１項」とあるのは「同条第１項（第２号を除く。）」と、

「まで」とあるのは「まで並びに法附則第４条の４第３項の規定に

より読み替えて適用される法第314条の２第１項（第２号に係る部分

に限る。）」として、同条の規定を適用することができる。 

第６条 平成30年度から令和９年度までの各年度分の個人の市民税に

限り、法附則第４条の４第３項の規定に該当する場合における第34

条の２の規定による控除については、その者の選択により、同条中

「同条第１項」とあるのは「同条第１項（第２号を除く。）」と、

「まで」とあるのは「まで並びに法附則第４条の４第３項の規定に

より読み替えて適用される法第314条の２第１項（第２号に係る部分

に限る。）」として、同条の規定を適用することができる。 

（法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第10条の２ 法附則第15条第２項第１号に規定する市町村の条例で定

める割合は２分の１とする。 

第10条の２ 法附則第15条第２項第１号に規定する市町村の条例で定

める割合は２分の１とする。 

２ 法附則第15条第２項第５号に規定する市町村の条例で定める割合

は４分の３とする。 

２ 法附則第15条第２項第５号に規定する市町村の条例で定める割合

は４分の３とする。 

３ 法附則第15条第23項に規定する市町村の条例で定める割合は２分

の１とする。 

３ 法附則第15条第23項に規定する市町村の条例で定める割合は２分

の１とする。 

４ 法附則第15条第24項第１号に規定する市町村の条例で定める割合４ 法附則第15条第24項第１号に規定する市町村の条例で定める割合
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は３分の２とする。 は３分の２とする。 

５ 法附則第15条第24項第２号に規定する市町村の条例で定める割合

は２分の１とする。 

５ 法附則第15条第24項第２号に規定する市町村の条例で定める割合

は２分の１とする。 

６ 法附則第15条第24項第３号に規定する市町村の条例で定める割合

は２分の１とする。 

６ 法附則第15条第24項第３号に規定する市町村の条例で定める割合

は２分の１とする。 

７ 法附則第15条第25項第１号に規定する市町村の条例で定める割合

は３分の２とする。 

７ 法附則第15条第25項第１号に規定する市町村の条例で定める割合

は３分の２とする。 

８ 法附則第15条第25項第２号に規定する市町村の条例で定める割合

は２分の１とする。 

８ 法附則第15条第25項第２号に規定する市町村の条例で定める割合

は２分の１とする。 

９ 法附則第15条第27項第１号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

９ 法附則第15条第27項第１号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

10 法附則第15条第27項第１号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

10 法附則第15条第27項第１号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

11 法附則第15条第27項第１号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

11 法附則第15条第27項第１号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

12 法附則第15条第27項第１号ニに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

12 法附則第15条第27項第１号ニに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

13 法附則第15条第27項第２号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

13 法附則第15条第27項第２号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

14 法附則第15条第27項第２号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

14 法附則第15条第27項第２号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

15 法附則第15条第27項第２号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

15 法附則第15条第27項第２号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

16 法附則第15条第27項第３号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

16 法附則第15条第27項第３号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

17 法附則第15条第27項第３号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

17 法附則第15条第27項第３号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

18 法附則第15条第27項第３号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

18 法附則第15条第27項第３号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

19 法附則第15条第30項に規定する市町村の条例で定める割合は３分

の２とする。 

19 法附則第15条第30項に規定する市町村の条例で定める割合は３分

の２とする。 
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20 法附則第15条第34項に規定する市町村の条例で定める割合は２分

の１とする。 

20 法附則第15条第34項に規定する市町村の条例で定める割合は２分

の１とする。 

21 法附則第15条第35項に規定する市町村の条例で定める割合は３分

の２とする。 

21 法附則第15条第35項に規定する市町村の条例で定める割合は３分

の２とする。 

22 法附則第15条第42項に規定する市町村の条例で定める割合は３分

の２とする。 

22 法附則第15条第42項に規定する市町村の条例で定める割合は３分

の２とする。 

23 法附則第15条第46項に規定する市町村の条例で定める割合は３分

の１とする。 

23 法附則第15条の８第２項に規定する市町村の条例で定める割合は

３分の２とする。 

24 法附則第15条の８第２項に規定する市町村の条例で定める割合は

３分の２とする。 

24 法附則第64条に規定する市町村の条例で定める割合は０とする。 25 法附則第64条に規定する市町村の条例で定める割合は０とする。
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議案第５号資料 

富津市福祉有償運送運営協議会設置条例（平成22年富津市条例第１号）新旧対照表 

現   行 改 正 案 

（設置） （設置） 

第１条 道路運送法（昭和26年法律第183号。以下「法」という。）の

規定による市内において行うＮＰＯ法人等による福祉有償運送 に

係る登録等に関し、必要な事項を協議するため、地方自治法（昭和

22年法律第67号）第138条の４第３項の規定に基づき、富津市福祉有

償運送運営協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

第１条 道路運送法施行規則（昭和26年運輸省令第75号）第49条第２

号の規定による福祉有償運送（以下「福祉有償運送」という。）に

係る登録等に関し、必要な事項を協議するため、地方自治法（昭和

22年法律第67号）第138条の４第３項の規定に基づき、富津市福祉有

償運送運営協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

(１) ＮＰＯ法人等 道路運送法施行規則（昭和26年運輸省令第75

号。以下「省令」という。）第49条第２号に規定する特定非営利

活動法人等をいう。 

(２) 福祉有償運送 省令第49条第３号の規定による、ＮＰＯ法人

等が乗車定員11人未満の自動車を使用して行う、他人の介助によ

らずに移動することが困難であると認められ、かつ、単独でタク

シーその他の公共交通機関を利用することが困難な者であって省

令第51条の25の名簿に記載されている者及びその付添人の運送を

いう。 

（所掌事務） （協議事項） 

第３条 協議会は、次に掲げる事項について協議するものとする。 第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議するものとする。 

(１) 法第79条の規定による     

                 登録（法第79条の６第１項

の規定による有効期間 の更新 登録及び法第79条の７第１項の

規定による変更登録 を含む。）について、法第79条の４第１項

第５号の規定による福祉有償運送に係る合意に関すること。 

(１) 道路運送法（昭和26年法律第183号。以下「法」という。）第

79条の規定に基づき、福祉有償運送の登録（法第79条の６第１項

の規定に基づく有効期間の更新の登録及び法第79条の７第１項の

規定に基づく変更登録を含む。）を申請する場合における運送の

必要性及び旅客から収受する対価に関する事項       

(２) 法第79条の８第２項の規定による福祉有償運送に係る対価に

関すること。 

(３) 法第79条の12第１項第４号の規定による福祉有償運送に係る (２) 法第79条の12第１項第４号の規定による福祉有償運送に係る
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合意の解除に関すること。           協議が調った状態でなくなったことに関する事項 

(３) 協議会の運営方法、福祉有償運送のサービス内容その他福祉

有償運送に関し、協議会が必要と認める事項 

（組織） （協議会の構成員） 

第４条 協議会は、委員７人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

第３条 協議会は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する者を委員と

して組織する。 

(１) 一般旅客自動車運送事業者の代表 (１) 市長又はその指名する者 

(２) 市民の代表 

(３) 福祉有償運送の利用者の代表 

(４) 千葉地方運輸局長の指名する職員 

(２) 市内を営業区域に含むバス、タクシー事業者に所属する者その

他の一般旅客自動車運送事業者に所属する者及びその組織する団

体に所属する者 

(５) 福祉有償運送を行っているＮＰＯ法人等の団体の代表 (３) 市民又は福祉有償運送の利用が想定される者 

(６) 学識経験者その他の協議会の運営上必要と認められる者 (４) 関東運輸局千葉運輸支局長又はその指名する者 

(５) 関係する地方公共団体の長又はその指名する者 

(６) 関係する一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者

が組織する団体に所属する者 

(７) 市において現に福祉有償運送を行っている特定非営利活動法

人等の団体に所属する者のうちその代表者が指名する者 

(８) 前各号に掲げる者のほか、学識経験者その他市長が必要と認め

る者 

（任期） （任期） 

第５条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。２ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

３ 前条第２項第１号、第４号又は第５号    に該当することに

より委員に委嘱された者が、当該職でなくなったときは、委員を辞

したものとみなす。 

３ 前条第１号、第２号又は第４号から第７号までに該当することに

より委員に委嘱された者が、当該職でなくなったときは、委員を辞

したものとみなす。 

（会長及び副会長） （会長及び副会長） 

第６条 協議会に会長及び副会長を置き、会長は市長又はその指名す

る職員をもってこれに充て、副会長は委員の互選により定める  

あ      。

第５条 協議会に会長及び副会長を置き、会長は市長又はその指名す

る職員をもってこれに充て、副会長は委員のうち会長が指名する者

をもって充てる。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 ２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けた３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けた
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ときは、その職務を代理する。 ときは、その職務を代理する。 

（会議） （会議） 

第７条 協議会の会議は、会長が招集し、会議の議長となる。 第６条 協議会の会議は、会長が招集し、会議の議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 ２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議

長の決するところによる。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議

長の決するところによる。 

４ 前３項の規定にかかわらず、会長は、会議で議決すべき案件が軽易

であると認めるとき、緊急を要するため会議を招集する時間的余裕が

ないと認めるときその他やむを得ない事情があると認めるときは、書

面により議決を行うことができる。 

５ 第３項の規定は、前項の書面による議決について準用する。 

６ 委員は、あらかじめ書面をもって会長又は当該委員が特定した委員

に、表決を委任することができる。この場合において、第２項の規定

の適用については、当該委員は出席したものとみなす。 

（意見の聴取等） （意見の聴取等） 

第８条 協議会は、必要があると認めるときは、関係者に対し会議へ

の出席又は資料の提出を求めることができる。 

第７条 協議会は、必要があると認めるときは、関係者に対し会議へ

の出席又は資料の提出を求めることができる。 

（守秘義務） （守秘義務） 

第９条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職

を退いた後も同様とする。 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職

を退いた後も同様とする。 

（庶務） （庶務） 

第10条 協議会の庶務は、健康福祉部社会福祉課において行う。 第９条 協議会の庶務は、健康福祉部社会福祉課において行う。 

（委任） （委任） 

第11条 この条例に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、

規則で      定める。 

第10条 この条例に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、

会長が協議会に諮り定める。 
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議案第６号資料 

変更契約概要 

１ 工 事 名  令和２年度防災情報通信ネットワーク整備工事 

２ 工事場所  富津市竹岡403番地１ほか 

３ 工  期  令和２年６月30日から令和３年６月30日まで 

４ 工事概要  デジタル対応設備への更新による再整備 

 ＜内訳＞ 

変更前 変更後 

(１) 再送信子局        １局 (１) 再送信子局        １局 

(２) 屋外拡声子局設備更新   53局 (２) 屋外拡声子局設備更新   53局 

(３) 戸別受信機更新      200機 (３) 戸別受信機更新      200機 

(４) 中継局アナログ設備    １局 (４) 上記に関わるその他附帯工事一式 

(５) 上記に関わるその他附帯工事一式  

５ 変更理由   電波調査を実施した結果、山間部等においてデジタル波の受信

が困難な地域があることが判明し、デジタル波と併用してアナロ

グ波による防災行政無線放送を継続する必要が生じたことから、

鹿野山中継局のアナログ設備の撤去を取り止めたこと等工事内容

に変更が生じたため。 
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議案第７号資料

１． 執 行 年 月 日

２． 件 名

３． 場 所

４． 落 札 者

５． 落 札 価 格 円）

６． 予 定 価 格 円　（ 円）

※括弧内の金額は、消費税及び地方消費税を除いた額

業　者　名

いすゞ自動車首都圏（株）　袖ケ浦支店 1

第１回入札 第２回入札 摘要

19,921,664 1

1 1 未入札（有）コーシン自動車

（有）鈴木モータース商会

千葉日野自動車（株）

（株）ビップオート

1 1 未入札

1 1 未入札

20,139,934 1 1

開　　札　　調　　書

入札結果は下記のとおりです。

　令和３年５月13日

市制施行50周年記念事業生涯学習バス購入

富津市下飯野2443番地

いすゞ自動車首都圏（株）　袖ケ浦支店

21,903,190 円　（ 19,921,664

22,340,480 20,385,164
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議案第９号資料 

履  歴  事  項 

１ 住  所   

２ 氏  名  大
おお

 野
の

 喜
よし

 弘
ひろ

３ 生年月日   

４ 学  歴   

５ 経  歴   
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議案第10号資料 

履  歴  事  項 

１ 住  所   

２ 氏  名  田
た

 邊
なべ

 敬
ひろ

 子
こ

３ 生年月日   

４ 学  歴   

５ 経  歴   
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議案第11号資料 

履  歴  事  項 

１ 住  所   

２ 氏  名  立
たて

 石
いし

 俊
とし

 一
かず

３ 生年月日   

４ 学  歴   

５ 経  歴   
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